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3-3-3 基本計画 

(1) 配置計画 

プロジェクトサイトの状況（自然条件、敷地状況、敷地周辺状況等）を十分に考慮

し、施設全体の構成および既存施設の分析を踏まえて、以下の事項を基本的留意点

とし、本施設についての配置計画を策定した。 

1) 本件が NTTC 大学キャンパス内の施設の増築であることから、NTTC 全体とし

ての機能とゾーニング計画、動線計画、及び既存施設との位置関係に配慮して

敷地選定を行った。また NTTC では 1993 年に策定されたマスタープラン

Grobbelaar Planにそって施設の拡充を行ってきていることから、この計画に添っ

た敷地を選定した。 

2) 他の施設からのアクセス、特に他教室、対象各科の既存実験・実習室、各科関

連施設、管理棟や職員室棟からの教職員・学生の動線を考慮した配置計画とし、

安全で分かり易いアプローチ、構内道路等を考慮して、既存教室棟に近い敷地

北東側に学生プラザを設け、授業の前後に学生が集まれる空間を設ける。 

3) 対象敷地の形状が三角形であり配置計画上の制約はあるが、施設配置について

は、日射の方向を考慮して、建物の軸を東西方向にとり、諸室が北側に面する

ような配置とする。外壁のルーバーによる日射・降雨の遮蔽を考慮すると共に、

建物間の中庭は静かで落ち着いた雰囲気を作り、通風、採光スペースとすると

同時に、施設に潤いを提供するスペースとする。 
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(2) 建築計画 

1) 平面計画 

前項で述べた配置計画および各諸室の規模算定、機能を踏まえて、以下の点に

配慮して計画する。 

① アプローチとしては、a.既存教室棟からの学生の動線、b.管理棟及び職員室

棟からの教職員の動線、c.各科目毎の既存実験室及び家畜小屋などからの教

員と学生の動線、d. LPGガスなどのサービス動線を考慮して、敷地北東側

をメインアプローチ、敷地北西側からをサブアプローチとして設定してい

る。（図 3－3－8参照） 

② 全ての教室を南北面に面するようにし、3棟を雁行型に配置することで、直

射日光を避け、良好な室内環境が保てるようにすると共に、各実験・実習

室前の廊下は開放廊下とし、ランニングコストの低減を図る。 

③ 授業前後、及び授業の無い時の学生のたまり場を考慮し、各棟前の北東側

に学生プラザを設置し、2階東側の渡り廊下部分にも学生のたまれるスペー

スを設ける。また全て解放廊下とし、特に決まったエントランスを設けな

いことで、授業開始時及び終了時の混雑を防ぎ、各教室へのアクセスが容

易になるようにする。 

④ 対象科目の内、外部の農場、家畜小屋、本施設東側の既存実習棟との行き

来が多くなると思われる農業科と家庭科、陶芸の授業で外への出入りが多

い美術・工芸の実習室を 1 階に配置し、科学科実験室とコンピュータ実習

室を 2階に配置する。 

⑤ 各部門で共用できる諸室倉庫、準備室等についてはできる限り集約化し、

施設全体規模の縮小、施設機能の重複を回避するよう考慮する。 

⑥ 平面計画上フレキシビリティを増すと共に、コスト削減、建設時の合理化

を図るため、空間の標準化を図り、基本モデュールの組み合わせで検討を

行った。各実験室の基本寸法と、経済スパン標準寸法の検討より、8m×4.5m

を標準スパンとする。 

⑦ 現地産または近隣の第三国調達材料を主とし、また現地の気候・風土を考

慮したメンテナンスが容易で、かつ光熱費等のランニングコストが少なく、

維持管理費をできるだけ低減できるような計画とする。 
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3) 建築計画上のコスト削減方策 

以下の方策に基づき、華美な設計は行わず、費用対効果、完成後の維持管理等

を十分勘案し、無駄のない計画とし、コスト削減することを提言する。 

① 各実験室に必要な諸室面積から出す基本寸法と構造的な経済スパンの検討

により、本件に最も適したモデュール（基本単位寸法）を設定し、コスト

削減を図る。 

② 既存の建物との整合性を考慮し、費用対効果を検討し、合理的な建築計画

を作成する。 

③ 諸室の機能を十分に検討し、各諸室、設備及び機材の共有、有効利用を促

進し、各室の利用率を高め、全体規模の絞り込みを行う。 

④ 建設資機材については、最大限ローカル材を利用するとともに、ローカル

コントラクターの技量を十分活用したローカル工法を考慮し、コスト削減

を図るとともに、仕上材については、完成後のメンテナンスコスト等を勘

案し、メンテナンスの容易なものを採用する。 

⑤ 光熱費削減のために、省エネ効果の高い設備機器の導入及び断熱材料の積

極的採用を検討する。 

⑥ 平面計画、断面計画の工夫により、自然換気及び自然採光を主体とし、機

械換気及び人工照明を少なくすることを原則とする。また、実験・実習室

の特性上、各種設備を必要とする場合には、中央方式より局所方式を採用

し、建設コストの低減を図る。 

⑦ 上述したように可能な限りのコスト削減方策を検討するが、イニシャルコ

ストの削減が維持管理費の上昇、品質低下を伴わないように留意する。 

4) 意匠計画 

① 建築の具体的なデザインは、前述した平面、断面、コスト計画等を十分考

慮した上で、検討すべきものであり、機能性、耐久性、経済性等の重要点

踏まえた上で、周辺環境との調和、「レ」国の建築様式等についても配慮

する。 

② 「レ」国の気候・風土、建築様式等を考慮しつつ、ローカル産材料、工法

を主体とする計画を行う。 

③ 本件が無償資金協力案件であることを考慮した上で、華美なデザインとな

らないよう留意する。 



3 - 29 

(3) 構造計画  

1) 基本方針 

本設計では、計画敷地内外の敷地等状況を的確に把握し、合理的で安全な構造

計画を行うものとする。特に、長期荷重におけるたわみ、振動等を考慮して、

使用上支障のない構造形式とし、また、短期荷重時（風荷重時）においても建

物の耐力を損なうことなく十分な安全性を持たせることを基本とする。 

2) 構造設計基準 

「レ」国では、建築物に関する法規として「Building Control (Building Operations 

and Building Design and Construction) Regulations 1999」が 1999年に制定されてい

る。これは 1995年に制定された Building Control Actに基づいており、建築申請

時にはこれに基づいて構造、保健・衛生、消防などの各項目の確認が行われる。 

ただし一般には、基本的に南アの基準「South African Building Regulations and 

Codes of Practice」に従って設計が行われている。 

また材料及び試験規格については、公共施設に対する基準として「Standard 

Specification July 1975 edition」が定められているが、実際には南ア QS協会（The 

Association of South African Quantity Surveyors）発行の「Model Preambles for Trades, 

1999」が適用されている。 

本設計では、上記「レ」国及び南アの基準を基本とするが、詳細設計について

は日本建築学会諸規準も参考にする。 

3) 構造種別と使用材料 

構造種別は鉄筋コンクリート造純ラーメン構造とし、間仕切り壁は煉瓦積みと

する。また、屋根には一部鉄骨材を使用する。コンクリートは現場練りとし、

煉瓦は「レ」国産を使用するが、鉄筋、鉄骨については第三国製品となる。 

  基礎種別 直接基礎（独立基礎一部布基礎） 

コンクリート Fc＝21N/mm2 

 設計地耐力 30.0t/m2（長） 

鉄 筋 SD295A（D10～D16） 

  SD345（D20以上） 

鉄 骨 SS400（型鋼、鋼板） 

  SSC400（軽量型鋼） 
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4) 地盤及び基礎構造 

地質条件調査を行った結果、地表面下 1.5ｍ迄シルト質粘土、以下 2.5m迄は風

化した軟らかい砂岩、2.5m以深は計画している建物の支持層となる硬質な砂岩

が分布している。 

「レ」国基準によると、風化した砂岩は 20.0t/m2、風化していない砂岩は 40.0t/m2

の許容地耐力が認められている。 

風化した砂岩の分布が一様でないため、硬質な砂岩までのレベル調整はラップ

ルコンクリートとし、設計地耐力は安全側の設計として 30.0t/m2を採用する。 

この自然条件調査の結果を反映させて、安全で経済的な基礎形式となる様に心

がける。 

5) 設計荷重 

① 固定荷重：居住性能確保、小梁成・床版厚を考慮した固定荷重に留意する。 

② 積載荷重：「レ」国には特に基準は定められていないので、本件における

設備･機材等の重量を考慮の上、荷重条件を設定する。 

③ 地震力：「レ」国では、地震はほとんど発生していないが、建物の安全性

及び施設の特殊性を考慮した場合、ベースシャー係数は日本の建築基準法

により定められている値の半分（Co＝0.1）を採用する。 

④ 風圧力：「レ」国では特に基準は定められていないので、日本建築学会基

準に準じるものとする。 
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(4) 設備計画 

設備計画としては、下記の調査基本方針に基づき、国立教員養成大学という教育施

設であることを考慮し、各実験室、ワークショップをはじめとする諸部門が機能的

に運営できるよう施設計画、機材計画との調整を行うこと、そして NTTC周辺のイ

ンフラ（電力、電話、給水排水等）の状況を十分に確認し、メンテナンス方法、維

持管理費等を考慮する。 

1) 設備基本方針 

① 教育施設の性格上、次の２点について留意した。 

a) 教育カリキュラムにより実験室、実習室の利用者数及び部屋用途に従っ

て、各教育が支障なく行われるための設備を考慮する。特に実験室につ

いては、実験内容の把握を行い、施設計画・機材計画との調整を図りつ

つその機能を十分に果たせるよう設備計画を行う。 

b) 施設の性格上、実験に使用する機材が多くなるので、施設・設備と教育

機材の整合性、取り合い（インターフェース）及び各種配管・配電が適

切に行われるように計画を行う。 

② NTTC内にある既存施設と新施設とは、「レ」国側と日本国側との責任区分

を明確にし、新施設竣工後のトラブルを避けるため、設備機能上切り離し

既存施設には手を触れないよう新施設単独にて計画することを原則とする。

但し、既存施設と新施設とは、施設内容・機能の役割分担を明確にしなが

ら、新施設建設後は両者が一体的に機能運営可能なように考慮する。 

③ 部品調達の容易さ、保守修理の円滑化等、完成後の維持管理を容易とする

ため、機器類は、可能な限り現地標準品を基本とする。 

④ 設計にあたっては、原則として「レ」国の関連法規(LESOTHO Government 

Gazette Extraordinary)に準拠する。なお、適用法規が現地にない場合は、南

アフリカまたは日本の規準等を参考とする。 

⑤ 施設維持のための経常経費である光熱費および動力費の削減は、施設の健

全運営を助成する上で効果的であることから、施設計画と一体となった省

エネルギー対策を考慮した設備計画を行う。 
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2) 電気設備 

① 受変電設備 

新施設の電源については、NTTC 内の既存配電線から中間電圧（3 相 3 線、

11KVA、50Hz）で供給されることになる。 

尚、今回本工事が始まる前に「レ」国側にて、計画敷地内にある架空配電

線の移設工事を行い、かつ新施設付近に設置する新変圧器までを｢レ｣国側

にて行うことが、NTTC及び LEC（レソト電力公社）にて確認され、更に、

MOEとのM/Dにおいても確認を得た。新設変圧器から、新施設内電気室の

低圧受電盤までの低電圧（3相 4線、220/380V、50Hz）引き込み工事につい

ては日本側にて行う。 

LEC, NTTCのヒアリングによると、電気の供給事情は比較的良いが、雨期

には時々停電が起こり電圧変動も発生している。よって、コンピュータ機

器等については、個別にスタビライザー等（機材工事）の設置を計画する。 

新施設推定需要電力は、次のように算定した結果、約 190kwとなる。 

負荷の種類 負荷密度 
w/m2 

該当面積 
m2 

総負荷 
kw 

需要率 
％ 

需要電力 
kw 

電灯・コンセント 45 2,500 112 50 56 
ヒーター 100 1,500 150 70 105 
給排水用動力 30 2,500 75 20 15 
クーラー 100 100 10 100 10 

(小計‐1)   (347)  (186) 
      
合計   347  190 

 

② 発電機および幹線設備 

基本設計調査期間中に 2.5時間程度の停電が１回しか無かったが、NTTCの

ヒアリングによると、既存施設には自家発電機が一台もないため、雨期中

の停電は時々起こり電力復帰するまで授業は中止するとのことである。よ

って、新施設にも非常用発電機を設置し、停電時においても継続的な実験

授業、および給水ポンプ・照明（保安上）に対する電力供給ができるよう

な業務上最小限の機能を確保できるようにする。尚、自家発電機容量は、

想定総負荷容量(347kw)の 30％の 100kw程度とする。原動機は経済性を考慮

してディーゼル機関とし、保守性、信頼性の高い補機類搭載型を検討する。

機械の維持管理に配慮して、現地調達又は近隣の第三国調達可能な自家発
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電機（概ね標準定格容量 100kw 以上）の選定を行なう。また、夜間は燃料

の節約のため、自家発電機の運転を手動停止させる計画とする。 

幹線設備は、低圧受電盤から三相 4線 220／380V 50Hzで送り出し、負荷用

途および施設の区分を考慮して系統分けを行い、各々分電盤を経て各施設

に配電する。幹線容量は危険分散、施工性を踏まえて、接続される設備容

量に見合うものとする。配線方式は、シャフト内はケーブルラック方式を

原則とし、その他は配管配線、または配管ケーブルラック方式とする。 

③ 照明・コンセント設備 

既存施設を調査したところ、外壁の開口部分が多く、日中は室内照明に頼

ること無しに授業等を行っていたが、室内照度は非常に低く、決して好ま

しい環境とはいえない。また、雨期における降雨時には、大変暗くなるた

め、雨期中にも実験等に支障がないように、必要最低限の明るさを確保す

る必要があると判断できる。 

そこで、各室の照度（全般照明）は JIS規格の平均照度に準拠しながら、既

存施設の状況を考慮の上、照度を下記のように計画する。 

特に、各室、ホール、廊下等の光源は省エネを考慮し、蛍光灯を主体とし

て、スイッチ回路は多くし、照明エリアを分けて点滅できるように計画す

る。 

 
照度 

 室名 
JIS照度基準 

Lx 
設計基準照度 

Lx 
備考 

 実験室、準備室 750～200 300  

 コンピュータ室 750～200 400  

 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 750～200 300  

 便所 300～75 75  

 廊下 300～75 75  

 倉庫 75～30 50  

 

NTTC へのヒアリングにより、高価な機材が入るため、防犯対策について

充分に考慮して欲しいとの要望があった。この問題は、新施設全体として

の検討事項であるが、照明設備においては、防犯対策として、入口エント

ランスを主体に建物廻りにポール型水銀灯を外灯として設置することを計

画する。 
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コンセントについては、各実験室毎の内容と機材等のレイアウトに応じた

形で計画を行い、一般回路用と発電機回路（G 回路）用の 2 種類を基本と

したもので計画する。 

④ 電話設備 

レソト電話局（LTC）との協議により、NTTC内に電話局の電話幹線が敷設

されているので、NTTC 側の申し込み手続きがあればいつでも接続可能で

あり容量も問題ないことが確認できた。工事範囲及び区分については、

「レ」国側（電話局工事）は、新施設内MDFまでの配線工事を行う。 

先方の電話機設置部屋に関する要請について NTTC に確認を行った結果、

新施設の Direct Lineの予定数は、維持費を低く押さえるため最低 2回線(内

1回線はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ用)とし、電話機（内線電話兼用）は各準備室に 1台設置す

ることに決定した。また、各準備室より既存施設に内線通話が可能なよう

に新施設 PABXと既設 PABXとを接続する計画とする。 

今回の調査において既設管理棟には電話回線が 14回線引き込まれておりそ

のうち 3 回線が使用されていないことが判明した。従って新施設の電話回

線はこのうち 2回線を新施設 PABXに引き込むよう計画する。 

⑤ 火災報知設備 

「レ」国の規準(LESOTHO Government Gazette Extraordinary)に従い、人命尊

重の立場から、発生した火災を早期に報知し、火災の初期段階における消

火・避難を容易にするため、自動火災報知設備を計画する。火災感知器は、、

ベル、赤色灯および押釦一体型の総合盤を各棟各階に設置し、各警戒区域

毎に 1ヶ所設けるものとする。 

火災警報盤は、停電補償とし、バッテリー及びバッテリーチャジャー（30

分補償）を設置する。 

⑥ 避雷針設備 

NTTC のヒアリングにより、雨期には落雷も多いため、避雷針を設置して

建物全体を保護を行う計画とする。 
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3) 給排水設備 

① 給水設備 

WASAとの協議の結果、NTTC前面公道内にWASAのﾒｲﾝ給水管（径 450mm、

水圧 150kPa）が埋設されおり、この本管から分岐管（径 200mm、水圧 75kPa）

がキャンパス内に引き込まれている。WASA担当者により、ﾒｲﾝ給水管より、

新敷地には、径 110φ程度で引き込むことが可能であることが確認できた。 

また、計画敷地の東側道路内に埋設されている既設WASA給水本管の取り

出しより NTTC敷地境界給水メーターまでは、WASA工事（「レ」国側負

担工事）とし、給水メーターから新施設の受水タンク、そしてそれ以降の

配管設備（接続工事を含め）は、日本側負担工事とすることを、NTTC に

説明し確認を得た。 

今回計画では高架水槽を設置し、重力式で各階へ給水する方式を採用し、

最上階でも実験に必要な水圧を確保できるように高架タンクの高さを計画

する。この方式は動力機械が少ないため、メンテナンスの面においても容

易であると判断できる。上水用受水槽については衛生面から地上型で、定

期的な槽内清掃の容易な 2 槽式とし、給水配管材料は、耐圧性に強く安価

で、施工の容易な塩ビ管を現地で確保できる管材を使用する。 

a) 使用水量 

 職員：1人/各教室（教師）、1人/各教室（ラボテクニシャン） 

学生：30人/各教室 

よって、 

１日の延べ職員： 

2人/各教室×10教室×9コマ(時限)/日×0.7(想定教室稼働率)＝126人 

１日の延べ学生： 

30人/各教室×10教室×9コマ(時限)/日×0.6(想定教室稼働率)＝1,620人 

 １日の給水量は、 

職員：126人×20ｌ/日・人＝2,520ｌ/日 

学生：1,620人× 10ｌ/日・人＝16,200ｌ/日 

                                 合計  18.720ｌ/日→ 20 m3/日 

b) 受水槽容量 

 1日使用水量 ：20m3/日 

受水槽 ：20m3×0.5＝10m3（2m×3m×2.0mH、FRP製隔壁付） 
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c) 高架水槽 

 1日使用量の 1/10を貯水するものとする。 

 10m3×1/10 ＝ 1m3 →1.50m3（1m×1m×1.5mH FRP 製一体型）×1

基 

② 消火設備工事（消火器共） 

発生した火災の初期段階における有効な消火活動のために、既存施設に設

置されていた屋内消火栓設備と消火器を計画する。 

③ 排水設備 

既存 NTTC 施設の汚水は、当敷地周辺に敷設されている公共下水道に直接

放流されている。新施設の排水も既存排水管路に接続し、この公共下水道

に放流する。新施設の実験排水として、実験済みの廃液、機器機材の洗浄

排水及び冷却水があるが、実験済みの酸廃液、アルカリ廃液等の第 1 次濃

厚化学廃液及び原液については各実験室毎に個別簡易廃液処理装置（機材

工事）にて回収し、１次洗浄水以降は、屋内にて専用実験排水管に排水し、

一般排水管とは分けて計画（分流式）する。 

④ 衛生器具設備 

既存 NTTC が全て洋式便器を使用していることを考慮して、新施設の便器

のタイプは、全て洋式とする。衛生機器は現地及び南アフリカにて入手可

能であるメーカーがあることから、水栓等の部品調達を含めた維持管理は

問題ないものと判断できる。 

⑤ 空調・換気設備 

マセル市は、冬に降雪があり、年間降水量が 700～1000mm程度で、気温は

比較的温暖な高地という気候・風土を考慮すると、基本的に冷房の必要な

く暖房設備の必要性が高い。よって、冷房は室温維持および精密機材保全

のための諸室のみに限定し、施設の維持管理費用を抑制する。 

冷暖房の設計条件は、ASHRAE(American Society of  Heating, Refrigerating 

Air-conditioning Engineers)の設計基準を採用し、下記の様に設定する。 

外気条件：夏期 D.B28℃、W.B21℃、日温度差 13℃、冬期 D.B－１℃ 
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暖房方式は、既存施設もラジエター、ファンヒーター等の直接暖房方式が

使用されていることからも、新施設でも居室においてファンヒーターを計

画する。 

換気設備は自然換気を基本方針とするが、外部に面していない部屋、便所

等臭気を発生する部屋、用途上窓が開けられない居室、及び多量の熱を発

生する実験室、準備室、電気室、自家発電機室、ポンプ室等に換気扇を設

置する。 

⑥ プロパンガス設備 

今回使用するガスボンベは、入手の容易な 50kgボンベとし、施設計画上取

替および搬入の容易なように屋外に面して搬入扉をつけたガスボンベ室を

設置し、各実験室までのガス配管を集中供給方式とする。 
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(5) 機材計画 

本計画では、基礎的で体系的な実験・実習が可能な機材を選定した。 

1) 科学科 

① 一般科学（共有） 

生物、化学及び物理実験室での共通使用される一般科学機材には、蒸留装

置及び廃水処理槽の要請が含まれている。廃水処理槽は環境に配慮する意

味で重要であると考えられる。蒸留装置は各実験室で使用される蒸留水を

賄うのに必要である。他の汎用機器については、必要な実験室の機材に含

めることとした。生物と科学のガラス器具や消耗品については、新規施設

であるため、開始当初に必要な最低限の種類と数量を含めることとする。 

② 科学科（生物、化学、物理） 

日本の理科設備（理振）規準を参考とした基礎的実験機材の中から、消耗

品を大量に消費しない機材を中心に選定した。また、生物では要請がチャ

ートとモデルの両方に同じ種類のものが重複しているため、チャートは削

減し、基礎的なモデルを選定した。標本については、既存との重複を避け、

基礎的なものを選定した。化学及び物理は日本の中学校で使用されている

基礎的実験に必要な機材を選定した。 

2) 家庭科 

NTTCでは 2002年以降の年間を通した平均実習比率を 40％前後と計画している

が、カリキュラムによると週によって実習が集中する傾向が強く、新規実験・

ワークショップ棟は実習を中心とするが、既存実習室で何週か実習を行う場合

も十分に予想される。 

① 調理 

調理機器及び器具を中心とした要請内容となっており、現状行なっている

実習内容に順じており、使用上の問題も無く、妥当な内容である。調理器

具は最小限必要な種類と数量に留めた。導入されたばかりのガスレンジ 2

台は新規ワークショップに移動することにした。既存実習室は引き続き使

用されるため、他の電気ガスレンジは残すこととした。 
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② 縫製 

縫製分野は、既存機材として電動コンパクトミシンが 3 台あるが、老朽化

しており実習により技能が身につく機材内容ではないため、基礎的なミシ

ン数種を選定した。 

3) 農業科 

農業科のカリキュラムは畜産と作物栽培を中心とした実験内容となっている。

作物栽培は育育成、害虫、病理、畜産に関連したカリキュラム、畜産は飼育、

病理、牛乳に関連したカリキュラムを対象とした。この他土壌、気象等に関連

するカリキュラムを加えた。機材選定は日本の理科設備（理振）規準と中学校

の技術家庭科教材基準の新標準教材科目を参考に行なった。農業科の既存実験

室は座学を中心とするが、実験も行なわれることになっている。 

4) 美術・工芸 

既存施設は一般教室に変更し、全て新規施設に移すことになっている。全般に

は、陶芸を中心とした機材内容である。美術用機材として彫像及び果物レプリ

カ数種を含めた。轆轤については既存に電動式が 6台があるため、本計画では 2

台の足動式 2台を含めるにとどめた。 

5) コンピュータ 

教育省及び NTTC はコンピュータを使った教育を今後充実するとともに、実習

時間の増加、数学や科学分野でもコンピュータを使った授業の拡大を計画して

いる。コンピュータ実習室、1室分とし、関連するプリンタ、スキャナ等は最低

限の数量とした。 

6) 機材数量 

1クラスの学生数は 30人とし、機材数量の設定については次の考え方で行った。 

実験及び実習方法 機材数量 
教員による演示（デモンストレーション） 1 
グループ（クラスを 8つに分ける） 8 
2人を 1組 15 
個人 30 
全体あるいは幾つかの科で共有できる機材 1～6 

 

予備が必要な機材あるいは教員用にも必要な機材については、上記の機材数量

に 1個追加することとした。 
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(6) 建設資材計画 

1) 基本方針 

建設資材計画については、気候、風土、現地建設事情、工期、建設費及び維持

管理費等を考慮し、また「(2) 建築計画、3）建築計画上のコスト削減方策」に

示した内容を勘案して、以下の点を基本方針とする。 

① 建設資材については、現地工法を主体とした現地調達品の採用を原則とし

て、建設費の低減化と工期の短縮化を図る。 

② 現地の気候・風土に適合し、耐候性に優れ、メンテナンスの容易な資材を

選択し、維持管理費の低減化に努める。 

③ 教員養成大学の実験・実習棟という同施設に求められる機能を満たし、設

備計画、機材計画と整合し、これらの成果を十分に出せる合理的な資材選

択を行う。 

④ 既存施設及び「レ」国における類似施設の状況を十分に分析し、現地工法・

現地調達品についての適用に当たり参考とする。 

⑤ 上記諸点を基本方針としながら、最も重要な点の一つである品質確保につ

いて、施設計画時に当たり十分留意する。 

「レ」国における建設事情及び過去の我が国無償資金協力案件の条件によれば

現地で調達可能な現地生産品は、石や砂、砂岩などの一次製品の他、煉瓦など

非常に限られている。但し、現地では南ア製品が流通しており、また南ア製品

で有ればメンテナンスに当たっても調達の問題はないと考えられることから、

ほとんどの資材が南ア調達になると考えられる。 

本件においては、これらの状況を踏まえコストの低減及びメンテナンスの容易

さと共に品質確保にも十分留意して資材の選定を行うと共に、施工段階では品

質確保にも十分留意する。 

2) 基本材料 

上記基本方針に基づき、資材計画については基本材料を以下のように設定する。 
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① 構造材 

構造材は、既存施設と同様、現地で一般に採用されている鉄筋コンクリー

ト造の躯体とブリック又はコンクリートブロック積壁の組み合わせを基本

とする。 

コンクリートについては、現地にもレディーミクストコンクリートのプラ

ントが１カ所あるが、生産量に問題があるため、現地の建設業者はほとん

どが現場にプラントを設置して現場練りを行っている。よって、本件にお

いても現場練りを基本として考える。尚、材料試験については、公共事業

所道路局の検査所を利用して品質管理を行う。 

屋根組材については、鉄骨下地、軽量鉄骨下地を検討する。 

基礎構造の検討については、基本設計調査時に自然条件調査として、地形

測量及び土質の調査を行った。（詳しくは(3) 構造計画を参照） 

② 外部仕上材 

 a) 外壁仕上材 

廊下外側の外壁は現地の気候・風土に適し、耐候性に優れ、メンテナンス

の容易な耐候性ペイント仕上、及び現地で推奨されている砂岩仕上とする。

建物の耐久性を保持するためにも、塗料の選択は重要な要素である。 

また、下地となる左官工事については、クラック、塗装の剥離等が発生し

ないよう、モルタルの調合、養生期間等に細心の注意を払い、左官工事と

外装ペイント工事が一体となって品質確保を図ることが必要である。 

 b) 屋根材 

「レ」国では屋根材として一般的に波板鉄板が使用されており、屋根形態

については、緩い勾配屋根が多く見られる。周辺との景観的な調和を図る

とともに、気候・風土、耐候性、及びメンテナンスの容易さを考慮し、瓦

式亜鉛鋼板の勾配屋根を主体とする。また、断熱性、遮音性等を考慮し、

防水性、排水性に優れたアスファルトルーフィングシート使用等材料選定、

工法、ディテールを充分に検討する。 

 c) 外部サッシュ 

本件では、耐久性、建て付け精度、防水性、機密性に優れる等の利点の考

慮により、アルミサッシュを採用する。また、現地調査時に、盗難防止の
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ためセキュリティグリルの設置が不可欠であることが確認されたことから、

取り付けを計画する。 

 d) 外部廊下等の床材 

本件の外部廊下については、現地の建設事情及び耐久性を考慮し、多用さ

れているタイル貼り等にて考える。外部廊下については、雨がかり時のス

リップ防止のため、ノンスリップタイプの使用を検討し、また仕上の不陸、

モルタル目地処理など施工上の問題をも回避するようなディテールの検討

と施工管理が必要である。 

③ 内部仕上材 

 a) 床材 

現地類似施設を参考にして、耐水性、防水性、対薬性及び衛生面から、本

件においても磁器質タイル貼りを主体とする。ただし、コンピュータ室に

ついては、フリーアクセスフロアを採用し、室内床については静電気防止

カーペットタイル敷きとする。 

 b) 壁材 

壁仕上げに関しては、現地で多く見られる基本的にモルタル下地ペイント

仕上げとする。ただし実験室については、衛生面、耐水性等配慮して一部

下部磁器タイル貼り及び上部モルタル下地ペイント仕上げとする。ただし

左官工事の品質の確保、塗装材の品質の見直しは重要な点である。 

 c) 天井 

天井仕上げは、現地でもボード貼りが普及していることから、今回も岩綿

吸音板及び石膏ボードペイント仕上げを主体とする。 

3) 主要材料計画 

以上、既存施設の状況分析に基づく、本件の建設資材の選定についての考察を

述べたが、この結果を踏まえて、主要材料計画を行った結果を表 3－4に示す。 
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表 3－4 主要材料計画 

＜主要材料計画＞ 
構造 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 

階高 4,000 mm 

屋根 アクリル樹脂系塗料仕上げ鋼板瓦葺き（HARVEY TILE程度）、一部陸屋根塗膜防水（ウレタン系） 

軒天 フレキシブル板、目地シーリング（ポリサルファイド系） 
LGS下地、エポキシ樹脂系ペイント仕上げ 

外壁 外壁部：モルタルコテ押えの上、エポキシ樹脂系ペイント仕上げ 
日射遮蔽用ルーバー部：木製ペイント仕上げ or  GRCエポキシ系ペイント仕上げ  

or  アルミ押出型材焼付塗装仕上げ 

建具   

1) 窓  アルミサッシ（電解二次着色、ガラス：熱線吸収ガラス） 

2) ドア  アルミサッシ（電解二次着色） 
＊但し機械室と LPG室、及びシャフト類：スチールドア 

外
部
仕
上
げ 

外部床 モルタル下地 

レンガタイル張り 

室名 コンピュータ
室 

工芸実習室 各実験室、美術
室、家庭科室 

準備室 倉庫等 廊下等 

床 モルタル下地 

フリーアクセ
ス フ ロ ア
（H=100） 

＋帯電防止カ
ーペットタイ
ル  

モルタル下地 

磁器質タイル  

モルタル下地 

磁器質タイル（施
釉） 

モルタル下地 

磁器質タイル
（施釉） 

モルタル下地 

塗り床(耐薬性) 

モルタル下地 

磁器質タイル 

 カーペットタ
イル 

巾木タイル 巾木タイル 巾木タイル モルタル巾木 巾木タイル 

壁 モルタル下地 

ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

モルタル下地 

ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

 

モルタル下地 

ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

モルタル下地 

ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

 

モルタル下地 

VP仕上げ 

モルタル下地 

ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

天井 岩綿吸音板 

 

岩綿吸音板 

 

岩綿吸音板 

 

岩綿吸音板 

 

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 

VP仕上げ 

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 

VP仕上げ 

       

床 磁器タイル 

壁 モルタル下地、磁器タイル  天井高 CH=2,600まで 

内
部
仕
上
げ 

便
所 

天井 石膏ボードＶＰ仕上げ 

天井高 3000 3000 3000 3000 直天井 2800 

廊下側内壁 腰壁部分：砂岩仕上げ（煉瓦下地） 
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(7) 基本設計図・機材リスト 
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3-4 プロジェクトの実施体制 

3-4-1 組識 

(1) 実施機関 

本件における「レ」国側の主管官庁は、教育省であり、具体的なプロジェクトの実施

機関は、国立教員養成大学(NTTC)である。本件の対象である NTTCをはじめ、レソト

国立大学(NUL)、レロトリ・ポリテクニック(LP)技術教育研究所などの高等教育機関は、

すべて同省高等教育の管轄下にある。 

 

教育大臣 教育次官 副教育次官

職業教育訓練会議

高等教育局

教育指導局

計画局

ｶﾘｷｭﾗﾑ局

初等教育局

中等教育局

ﾚｿﾄ国立大学

ﾚﾛﾄﾘﾎﾟﾘﾃｸﾆｯｸ (LP)
技術教育研究所

財務部

管理部
人事部
管財部

非正規教育部
ﾚｿﾄ遠隔教育ｾﾝﾀｰ
学校調達部
ﾚｿﾄ試験委員会

初等再教育部
初等教育指導部
学校自治食糧支援部
幼児開発部

中等教育指導部
専門中等教育事業部
特殊教育部
公立学校部

NTTC

計画･教育･施設部

教育指導部

国家カリキュラム委員会

教育指導委員会

 
図 3－4－1 プロジェクト実施体制組織図 

(2) 運営機関 

本件実施後の運営は NTTC自身において行われる。以下に、NTTC の管理・運営体

制を示す。 

1) 管理・運営体制 

NTTC の責任者は学長(Director)で､その下に管理部門担当(Deputy Director of 

Administration: DDA)、教育部門担当(Deputy Director of Academic Affairs: DDAA)
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の 2人の副学長が配置されている。現在学長が空席のため､管理部門担当副学長

が学長代行(Acting Director)の席にある。NTTCの組織図を以下に示す。 

将来、運営権限を有する場合に備えて、同校の管理運営に関わる組織の強化が

望まれる。 

 

人事課

技術課

学生厚生課

経理課

教務課

寮長

栄養士

中等教育課

管理担当

副学長

NTTC学長

教育省

高等教育局 初等教育課

再教育課

図書館

視聴覚技術課

教育実習調整課

教育担当

副学長

農業学　商業　教育専門科目

保健体育　コンピューター　数学

宗教教育　社会開発学　セソト語

科学　視聴覚教育　実験実施教育

技術教育　英語　家庭科

コンピューター学　実験技術

視聴覚技術

農業学　家庭科　科学　セソト語

社会開発学　数学　教育専門科目

宗教教育　美術工芸　保健体育

英語　音楽

農業学　商業　英語

家庭科　数学　教育専門科目

宗教教育　科学　セソト語

社会開発学　保健科

 

図 3－4－2 NTTC組織図 

各教科については、科目毎に初等教育(Primary)、中等教育(Secondary)、及び再教

育(In-service)の科長がおり、科長間で調整が行われている。 
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(3) 実施運営体制 

プロジェクトの実施機関である NTTCは、責任官庁である教育省の管轄の下にあっ

て、計画・教育・施設部と並び本プロジェクトの実施にあたる。また、教育省は、

日本からの開発援助の窓口を持つ開発計画省計画部(Ministry of Development Planning, 

Department of Sectral Planning)より、プロジェクト実施上の諸手続の遂行において支

援を受ける。NTTC における本計画実施体制の代表責任者は、管理担当と教育担当

の 2 名の副学長があたり、計画対象学部である初等教育部および中等教育部の各学

部長が学部の担当責任者となる。 

教育省　MOE開発計画省
支援協力

教育担当

副学長

管理担当

副学長

中等教育部

学部長

初等教育部

学部長

【NTTC】

学長

計画・教育・

施設部

計画局 高等教育局

 

図 3－4－3 計画実施体制組織図 
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3-4-2 運営予算 

(1) NTTCの予算実績 

NTTCの予算は、基本的に年間の活動計画に応じて NTTC が作成する予算書を元に

MOEから配分されている。「レ」国の会計年度は 4月～3月であり、本件における

「レ」国側負担工事については、特別予算等の対策が必要となる。 

下表は、NTTCの過去 5年間の予算と実績の推移を示したものである。1995/96年か

ら 1997/98年の予算と実績は毎年 30％前後の増加傾向にあるが、2章の教育省の予算

説明で述べたとおり、1998/99 年度には組織改編に伴う教育・労働省からの労働

（Manpower）部門切り離しによる、人件費に係る予算減少がみられる。支出内訳で

は、教職員給与などの人件費の比率が約 50％と大きい。 

表 3－5 1995～1999年度の NTTC項目別予算と実績 

年度 項目 人件費 出張交通費 運営管理費 特別支出 合計 

予算 3,699,470 167,230 3,632,200 103,000 7,601,900 
1995/96 

実績 3,723,170 177,480 3,759,600 103,000 7,763,250 

予算 4,843,390 205,300 4,365,800 405,220 9,819,710 
1996/97 

実績 4,548,390 198,300 4,365,800 405,220 9,517,710 

予算 6,113,290 221,500 5,065,220 274,000 11,674,010 
1997/98 

実績 6,113,290 230,300 5,065,220 274,000 11,682,810 

予算 7,858,540 238,810 5,890,000 727,260 14,714,610 
1998/99 

実績 7,188,380 238,810 5,890,000 727,260 14,044,450 

予算 6,800,400 553,470 6,383,888 371,880 14,099,068 
1999/00 

実績 - - - - - 

出典：NTTC資料    通貨単位：マロチ(1マロチ = 17.79円) 

(2) 今後の予算と課題 

2000年度から 2004年度までの、NTTCから提示された予算は次表のとおりである。

予算内容は、将来計画に応じた必要経費増加予測を踏まえたものとなっている。2000

年度予算については、学生増に応じた新たな NTTC教職員の人件費が見積もられて

おり、他方では特別予算が前年比の半分に抑えられている。管理運営費の伸び率の

推移においては、毎年 10%前後の増が見込まれており、本計画の実施に伴う新設施

設・設備維持管理に必要な運営管理コスト支出の増加にも対応できるものと考えら

れる。 
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NTTC は現在、教育省の付属機関として教育省の予算体制の中にあるため、予算は

教育省に申請して受領する形をとっている。今後、大学自治権を取得すれば、より

教育方針に基づいた予算策定が可能となるであろう。しかし自主運営を円滑に実施

するためには、予算管理システムの明確化が必要と考えられる。 

表 3－6 2000年度から 2004年度の NTTC予算 

（通貨単位：マロチ(1マロチ= 17.79円)） 

項目 2000/01 2001/02 2002/03 2003/04 

人件費 7,800,017 8,543, 612 9,397,973 10,337,770 

 (内訳)    対前年比 115.9% 108.6% 110.0% 110.0% 

   ①給与(固定) - 8,401,481 9,241,629 10,165,792 

   ②手当て -   87,131   95,844  105,428 

    ③ﾛｰｶﾙ・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ -   55,000   60,500   66,550 

 出張交通費 589,325 879,153 967,068 1,063,775 

 (内訳)    対前年比 106.5% 152.2% 107.8% 110.0% 

   ①車両維持・修理 - 303,160 333,476 366,824 

   ②燃料・ガソリン -  42,284  46,512  51,163 

   ③短期レンタカー -  43,890  48,279  53,107 

   ④通勤費・旅費 -  14,399  15,839  17,423 

   ⑤通勤交通費 -  23,430  25,773  28,350 

   ⑥厚生手当て - 451,990 497,189 546,908 

運営管理費* 6,958,741 7,877,925 8,655,718 9,532,290 

 （内訳）    対前年比  109.0% 113.2% 110.0% 110.0% 

   ①光熱費 1,659,500 1,825,450 2,007,995 2,208,795 

   ②メンテナンス費 837,430 921,173 1,013,290 1,114,619 

   ③運営費 4,259,303 4,908,541 5,389,396 5,939,336 

   ④その他 202,508 222,761 245,037 269,540 

 特別予算 235,763 222,200 244,420 268,862 

 （内訳）     対前年比 45.4% 131.7% 110.0% 110.0% 

  ①事務機材 - 102,500 112,750 124,025 

  ②事務室/宿舎家具 -       0       0       0 

  ③書籍・出版物 -  11,000  12,100  13,310 

  ④その他の機材 - 108,700 119,570 131,527 

  ⑤車両・自転車・馬車 -      0      0       0 

     合    計 15,583,846 17,522,890 19,275,179 21,202,697 

        対前年比 108.1% 112.5% 109.89% 110.00% 

出典：NTTC資料、Budget Information System, MOE 
注: *運営管理費における各内訳項目の内容は次のとおりである 
①光熱費：電気、給排水、電話、燃料（ガス、石炭）、セキュリティーなど一般事務間接費 等 
②メンテナンス費：清掃費、消耗品代、補修費 等 
③運営費：印刷代、教材作成費、備品・医薬品購入費 等 
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3-4-3 要員・技術レベル 

(1) NTTC教職員数の現状 

NTTCの 1999 年度の総職員数は 187 人で、管理部門の人員が 74 人、教育部門の人

員数が 113人となっている。 2000年度では、学生数の増加に応じるために、職員全

体の増加も計画されている。内訳は表の通りである。 

表 3－7 NTTC職員数（2000年度） 

  職員(Administration) 教員(Academic Affairs)  

    
執行 
職員 

上級 
職員 
一般 
職員 

上級 
講師 

講師 
補助 
講師 
ﾃｸﾆｼｬﾝ 合計 

運営役員 学長         
  副学長 2       2 
  教務主任 1       1 
  副学長補佐 3       3 
  小計 6 0 0 0 0 0 0 6 

事務・ 経理  2 5     7 
管理部門 人事  1 2     3 
  学生･教務  3 13     16 
  図書館  1 2     3 
  秘書  3 15     18 
  食堂  3 16     19 
  守衛   10     10 
  運転手   5     5 
  その他  3 7     10 

  小計 0 16 75 0 0 0 0 91 

教育部門 初等教育部    18 23 10 0 51 
  中等教育部    31 17 2 5 55 
  再教育部    12 10 0 0 22 
  小計 0 0 0 61 50 12 5 128 

  合計 6 16 75 61 50 12 5  

  97 128 225 

 1999年度 74 113 187 

出典：NTTC資料 

 

現在の NTTCは、まだ大学自治権を取得しておらず、教育省・高等教育局の管轄下

にある。NTTC の責任者は大学長（Director）で､ その下に管理部門担当（Deputy 

Director of Administration: DDA）、教育部門担当（Deputy Director of Academic Affairs: 

DDAA）の 2人の副学長が配置されている。 

また、学生数の増加及び施設拡充に対応するために、NTTC 側では本件実施後、対

象科目について以下の通り、講師を含む教員の増員を計画している。 



3 - 63 

 
 科学 農業 家庭 美術・工芸 合 計 
初等教育部 2 1 1 － 4 
中等教育部 2 2 1 2 7 
合   計 4 3 2 2 11 

(2) 教職員の技術レベル 

1) NTTCの教員（Academic Staff)のレベル 

教員とテクニシャンの資格要件は、大学卒業（Bachelor Degree）となっている。

各アカデミックスタッフの、技術レベルの現状を以下に述べる。 

① 上級講師（Senior Lecturer) 

上級講師は、大学の学部を卒業した Bachelor Degreeを持つ者、修士課程を

修了したMasterをもつ者がいる。 

② 講師(Lecturer) 

講師は、教育学位 Diploma of Educationを持つ者、Bachelor Degreeの者およ

びMasterを持つ者である。 

③ 補助講師(Assistant Lecturer) 

補助講師は、専門科目の Bachelorもしくは Diplomaを有する者である。 

④ 技師(Technician) 

技師は原則的に、講師と同等もしくはそれ以上の資格を有することが要件

となっており、全員学位 Bachelor保有者である。 

2) 管理運営職員（Administration)のレベル 

① 執行職員 

学長、副学長、教務主任、副学長補佐は全員、大学卒業以上である。NTTC

では全員が修士Masterを持っている。 

② 上級職員 

上級職員は、Diplomaもしくは専門職の Certificate資格を持つ。事務・管理

部門の経理課、人事課、学生・教務課、図書館、秘書室、食堂（調理師・

栄養士を含む）、その他の課に配置されている。 
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③ 一般職員 

一般事務職員は、前期中等教育学校における第 2学年（Form B）修了以上、

JC 資格保持者である。上級職員と同様の各課に配属されており、および守

衛、運転手が一般職として配置されている。 

④ メンテナンス・スタッフ 

施設設備・機材維持管理に係る技術者については、専門職の Certificateが要

件となっている。土木エンジニア、電気機器設備敷設・監理技師、配管工

技師、および初等教育 7年生修了の補助技師がいる。その他に管理室職員・

整備員として補助職員が配置されている。 

NTTC では、教育全般の質の向上を目指すと共に、教育内容のグレードア

ップ（小中学校のディプロマコースへの移行等）への対応として、大学の

教員の再教育を実施してきており、教育体制の改善と強化に取り組んでい

る。2006までに順次 NUL及び他国の大学へ留学し、修士号及び博士号を取

得していくことを計画しており、現在は学長自身が博士号の取得のために

留学中である。 

この教員のトレーニングは、「レ」国財務省（Ministry of Finance）の下にあ

る National Manpower Development Secretariat（国家人材開発局）による奨学

金、及びドナー（Irish Aid, USAID, Wold Bank, British Council等）からの支援

により実施されている。 
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第４章  事 業 計 画 
 

 

 

4-1 施工計画 

4-1-1 施工方針 

(1) 基本事項 

1) 日本政府の閣議・決定を経て、無償資金協力に関し、日本国政府と「レ」国政

府との間で交換公文（E/N）が締結される。 

2) 交換公文（E/N）の締結により、正式に日本が援助をコミットすることとなり、

具体的な実施に移る。 

3) 締結後は日本国籍を有するコンサルタントと「レ」国政府との間で実施設計契

約を結び、ただちに実施設計作業に入る。 

(2) 計画内容最終確認及び入札業務 

1) 実施設計は、まず実施主体との間で、施設及び機材等に関して基本設計時の計

画内容に関する詳細な確認業務から始める。 

2) 実施設計期間は約４ヶ月必要と思われる。実施設計期間中に、日本国内および

「レ」国内にて各々充分な技術的協議を重ねる必要がある。実施設計と平行し

て入札図書の作成を行う。 

(3) 入札業務 

1) 入札は、国際協力事業団の入札業務ガイドラインに沿って行われる。 

2) 入札は、施設建設および機材を合わせた形で日本の建設会社を対象として行う

か、または両者を分離し、施設建設を建設会社、機材を商社とする方法等が考

えられる。 

3) 入札執行者は実施主体であるが、国際協力事業団の指導を得て、コンサルタン

トが十分協力して行う。 

(4) 建設および機材調達・据付 

1) 「レ」国における現地調査の結果、現地産の建設資機材は非常に限られている

が、同国の地理的条件から南ア等の第三国製品はほとんどが現地調達可能であ



4 - 2 

る。よって、コストの低減、メンテナンスの容易さを考慮して、出来る限り「レ」

国内調達を検討する。 

2) 建設業者に関して、現地には南ア等の業者も数社進出しており、「レ」国の業

者との間には熟練工の技量及び労働水準に多少差も見られるが、基本的にはロ

ーカルコントラクターの技量および労務水準についてもさほど問題はないと考

えられる。また、無償資金協力案件では、日本のゼネコンが元請けとしてロー

カルコントラクター、現地労働者を指導し、施工監理する施工形態にて本工事

の品質は保てると考える。 

3) 施設建設と機材納入の工程的絡み、据付業務については、両者が円滑に進むよ

う工程および技術管理を行う必要がある。実験台等施工工程との関係が大きい

物については、建築工事で行う予定であるが、機材のほとんどが第三国からの

調達となるため、機材の搬入時期も考慮して輸送計画についても十分検討する。 

(4) 実施体制（事業実施主体） 

本無償資金協力事業の実施体制は以下の通りである。 

1) 無償資金協力の「レ」国側の決定機関は、教育省（MOE）である。 

2) 本計画の「レ」国側の実施機関は、マセル国立教員養成大学（NTTC）である。 

教育省(MOE)内には、施設の建設、改修等を担当している部門として、“教育施設

局（Education Facility Unit）”がある。建築と土木のエンジニア、積算担当者など 35

名とスリランカ人のアドバイザーで構成されており、各ドナーのプロジェクト等を

実施してきている。工事期間中には、NTTC に対する技術面及び各種手続き等に関

して、関連機関等との調整等のサポートを行う。 

教育省（MOE）

開発計画省 (MODP)

国立教員養成大学

(NTTC)

現地側コンサルタント

J I C A

（日本国政府） （「レ」国政府）

外　務　省

日本側コンサルタント

日本側請負業者

交換公文

E/N

 

図 4－1 実施体制 
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4-1-2 建設事情および施工上の留意事項 

(1) 建設業者及び労務調査 

建設業者については、現地にて「レ」国の大手業者及び「レ」国での仕事の経験を

もつ南アの建設業者を幾つか訪ね、またそれらの現地業者が独自に行っている工事

現場を視察した。 

「レ」国にはある程度の規模の大手業者は数社（3～4社）あり、NTTC内の管理棟

やドミトリー等はこれらの現地業者により建設されている。そのほとんどが南アや

ヨーロッパ等の外国人の経営する会社であり、その状況を見る限りにおいては技術

的には問題ないと考えられる。また南ア、中国等の大手建設業者も進出しており、

市内大規模ビルの建設等はこれらの外国業者によって建設されている。 

ワーカーについては、ほとんどの工事に関して現地調達可能であるが、工事の内容

によっては、Foreman及び Supervisorクラスは南ア等の技術者を投入する場合がある

とのことであり、品質及び工期を考えると、特にサッシュ、内装、電気、設備工事

等の各工事に関しては南アからの技術者を投入も検討する必要があると考えられる。

本件においては日本のコントラクターが元請けとなるため、総合的な施工管理、品

質管理とともに、ローカルコントラクターへの技術指導（技術移転）などが行われ

ると期待されるが、第三国の技術者の投入も必要であると予想される。 

(2) 施工上の留意事項 

本件の対象であるNTTCは、マセル市中心部より南東へ約２km程度の Cathedral Area

に位置し、幹線道路Main South 1よりアプローチ道路を通ってアクセスする事にな

る。周囲にはマセル高校、St. Joseph高校、レソト高校などがあり、教育関係施設の

集まる地域である。 

本件の敷地は、NTTC 内の教室・実験室棟等の集まるアカデミックゾーンの南側の

空き地であり、現在は不要となったコピー機などが放置されている。工事期間中も

キャンパス内の他の施設では授業が行われている予定であり、これらの状況を踏ま

え、施工に当たっては以下に示すような配慮が必要である。 

a) 本件のサイトは NTTC 内のアカデミックゾーン南側の三角の土地であり、限ら

れたスペース内を効率的に利用する様な仮設計画を検討する。 

b) 本件の対象敷地が狭いため、建設工事期間中の仮設事務所及び資機材置き場と

して、キャンパス内の他の敷地（駐車場部分及び既存家庭科棟前の空地）を借

用したい旨を依頼し、NTTC側の了承を得た。 
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c) 本件工事では、杭打ちを行う必要はないと考えれれるが、敷地周辺には家庭科

及び農業科のラボ棟及び図書館棟があり、工事中の振動、騒音等による学内及

び周辺の学校への影響を最小限とする施工方法の採用を心掛ける。 

d) 対象敷地へのアプローチには、NTTC 正門から管理棟前を横切る構内道路を使

用することになると考えられる。また敷地周辺はラボ棟、図書館棟があること

から、工事中における学内の学生及び教員の安全性の確保には十分留意する。

（工事範囲を仮囲いにて区切る等） 

e) 本件の実施に当たっては、NTTC側でマセル市(Maseru City Council)に対する建

築申請手続きを行う必要がある。申請書と共に図面等の必要書類を提出し、計

画、給排水、電気、消防、環境、保健衛生の 6 分野についての承認を得る必要

がある。 
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4-1-3 施工区分 

日本国政府の無償資金協力が実施された場合、全体事業のうち日本側が負担する範囲と

「レ」国政府が負担する範囲を下表に示す。 

表 4－1 負担範囲 

日本側負担分 「レ」国側負担分 
(1) 建築工事 
構造躯体、建築仕上等 

(2) 電気設備工事 
動力・幹線設備、電灯・コンセント設備、放送
設備等 

(3) 基幹工事および設備工事 
a) 給水工事 
水道メーター用補助止水栓からの給水設備
工事 

b) 排水工事 
敷地内最終枡までの配管工事 

c) 排水処理設備） 
d) 受水槽、高置水槽 
e) 消火設備 
f) 受変電設備 
電気室内の受電盤以降の配管配線工事（受
電盤含む） 

g) 自家発電設備 
h) 電話設備 
敷地境界（Point Distribution）がMDFまで
の配管工事と MDF 以降の PABX 工事及び
屋内電話設備工事 

i) 避雷針設備 
j) 敷地内の外灯 
k) プロパンガス設備 

(4) 外構工事 
構内通路、駐車場 

(5) 実験用機材 
実験用一般機材 

(6) 電気室、自家発電機室 

(1) 整地工事 
a) 敷地準備工事（対象敷地内既設物の撤去、盛
土と整地、及び既存フェンスの修復を含む） 

b) 工事用仮設電力、給水等の取口確保 
(2) 外構工事および取付道路 
造園、植裁、フェンスその他 

(3) 基幹工事 
a) 給水工事 
既存給水管より計画敷地内水道バルブまでの
引込配管工事（メーター供与含む） 

b) 一般排水 
対象敷地内最終枡より既存排水接続枡までの
排水管敷設工事（既存排水溝の補修含） 

c) 雨水排水工事 
敷地外雨水側溝までの敷地からの排水管路
（既存雨水溝の増設含） 

d) 電力引込工事 
既存配電設備から新施設内電気室（受電盤）
への電線引込み工事。 
計画敷地内の既存電柱及び電線の対象敷地外
への移設（埋設配管） 

e) 電話引込工事 
管理棟内の既存 MDF/PABX から新施設内の
接続点までのケーブル引き込み・接続工事 

f) プロパンガス（LPG）シリンダーの供給 
(4) その他手続き 
確認申請手続き、各設備接続申請手続き、建設用
資機材の通関手続きおよび免税措置等 

(5) 新施設の維持、管理、運営に要する費用 
(6) 日本人および第三国工事関係者に対する関税国
内税などの課徴金の免除措置 

(7) 日本人技術者の「レ」国出入国に対する便宜供与 
(9) 一般家具の搬入・据付 
(10)日本側負担分以外の全ての工事 
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4-1-4 施工監理計画 

工事期間中におけるコンサルタントの具体的な業務内容は次の通りである。 

(1) 工事計画、施工図の承認 

施工業者より提出される工事計画書、工程表、施工図が契約書、仕様書に適合して

いるかを審査し、承認を与える。 

(2) 工程管理 

施工業者より工事の進捗状況の報告を受け、工期内に工事が完了するよう必要な指

示を出す。また、相手国側負担工事の遅延が本工事の進捗に影響するような場合は、

必要に応じて相手国側負担工事の促進を図る。 

(3) 品質検査 

現場において工事材料および施工の品質が仕様書に適合しているかを検査し、承認

を与える。なお、日本もしくは第三国で製作され現地に輸送される材料・機器につ

いては東京本社もしくは第三国の支店サポートが立会検査を行う。 

(4) 出来型検査 

完成断面を検査し、数量の確認をする。 

(5) 証明書の発行 

工事材料、機器などの輸出、施工業者への支払い、工事の完了、瑕疵担保期間の終

了等にあたって必要な証明書を発行する。 

(6) 報告書等の提出 

施工業者が作成する工事の月報、完成図書、完成写真等を検査し、「レ」国政府、

JICA等に提出する。また、工事終了後、「無償資金協力案件に関する総合報告書の

作成要領」に従って総合報告書を作成し、JICAに提出する。 

(7) その他調整事項の処理 

他の援助機関によるプロジェクトや相手国側負担工事等との工程上、技術上の調整

など必要な調整を行う。 
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4-1-5 資機材調達計画 

(1) 建設資材調達計画 

1) 現地調達 

現地にて調達可能な資材のうち現地生産品は、石や砂、砂岩等の一次産品の他、

コンクリートブロック、煉瓦等非常に限られているが、煉瓦については半官半

民の大規模煉瓦工場があり、品質も良く、生産能力共に問題はないと思われる。

また現地で外壁等に多用されている砂岩についても現地にて調達が可能である。 

また、コンクリートについては現地にもレディーミクストコンクリートのプラ

ントが１社あり、本件敷地からの距離も 3km程度であるが、現地業者へのヒア

リングの結果、生産量に問題があるため納期に間に合わない場合もあり、大手

の建設業者は独自のプラントを使用する場合が多いとのことであった。 

「レ」国は南部アフリカ関税同盟に加盟しており、南ア等からの輸入に対して

は関税はかからないこと、また地理的にも南ア国内の一地方と変わらないこと

から、南アの業者が多く進出しており、また逆にレソトの業者も南アの業者と

の取引を頻繁に行っているため、ほとんどの資機材が現地調達可能であると考

えれる。 

2) 第三国及び日本調達 

上述の通り、鉄筋、鉄骨、陶器・磁器質タイル、ガラス等の建築資材、及び電

気・設備資材等のほとんどの資材は第三国製品になると考えられるが、基本的

な建築資材はほとんどが現地調達可能だと考えられる。但し、現地にて調達可

能な第三国製品についても、調達量及び調達金額（輸送金額も含む）を検討し

て、第三国調達の可能性も検討する。電気・設備関係の資材に関しても、基本

的には現地の代理店からの調達を計画しているが、一部の設備機器類について

は、南ア調達になると考えられる。 

第三国調達の調達先としては、輸送経路・工程・入手資材の質、メンテナンス

などから考えてもほとんどが南ア調達になると考えられる。 
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表 4－2 各種材料別調達計画 

資材名 現地調達 第三国調達 日本調達 備   考 
建設資材     
砂・砂利 ○    
セメント ○    
レンガ ○    
木材 ○ ○   
鉄筋  ○   
コンクリートブロック ○    
タイル  ○   
木製建具  ○   
金属建具  ○   
硝子  ○   
防水材  ○   
下地合板  ○   
屋根材  ○   
Pタイル  ○   
天井ボード  ○   
塗料  ○   
雑金物  ○   
電気資材     
分電盤  ○   
照明器具  ○   
電線・電線管  ○   
配線器具  ○   
発電機  ○   
弱電機器  ○   
設備資材     

PVCパイプ  ○   
衛生器具  ○   
高架タンク  ○   
内装材  ○   

 

 

表 4－3 建設機材調達計画 

機材名 現地調達 第三国調達 日本調達 備   考 
バックホー(0.6m3) ○   ブレーカー付き 
ダンプトラック(4t・10t) ○    
トラック(4t・10t) ○   ブーム付き 
振動ローラー ○    
ランマー ○    
コンパクター ○    
鉄筋切断機 ○    
鉄筋加工機 ○    
モルタルミキサー(0.3m3・0.9 m3) ○    
コンクリートブロック製造機 ○    
水中ポンプ ○    
ゼネレーター(50KVA) ○    
ゼネレーター(2.2KVA) ○    
エンジン溶接機 ○    
タンクローリー ○    
仮設足場支保工 ○    
コンクリートダンパー ○   場内運搬用 
バッチャープラント ○    
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(2) 機材調達計画 

要請機材の殆どはレソト国内で調達するのは困難であるが、南ア共和国での調達は

可能である。南ア共和国では、自国で生産していない機材については輸入に頼って

いる。 

科学及び農業分野ではメーカーが 2社あるが、一部の機材を生産しているに過ぎず、

多くは東南アジア等から輸入している。仕様上は問題無いが、日本製に比べ耐久性

の面でかなり劣っている。第三国の調達先については、OECD 加盟国を中心として

考慮する。 

家庭分野の機材は南アで調達することは可能であるが、一部は輸入品となっている。

南ア製を中心に計画する。 

コンピュータ、印刷、視聴覚機材の殆どは輸入に頼っているが、一部は南ア国内で

ノックダウンやアッセンブル生産している。 

(3) 調達輸送方法 

前述の通り、本件における建設資材の調達は、ほとんどが現地調達になると思われ

るが、一部資材及び機材関係は南アと日本からの調達になると思われる。第一次産

品の他はほとんどが第三国及び日本からの調達になると思われる。輸送については

以下のような調達ルートが考えられる。 

1) 陸上輸送：南ア国内からの陸上輸送については、基本的にブルームフォウンテ

ン(Bloemfontein)経由での輸送になると考えられる。道路状況は非常に良く、ヨ

ハネスブルグからマセルまでは約 5～6時間程度で到着できる。 

2) 海上輸送：今回はほとんどが現地調達または、南ア調達になると思われるため、

海上輸送を行う物は少ないと考えられるが、一部日本調達等を行う際の海上輸

送は、南アの東海岸ダーバンの港からの荷揚げになると思われる。日本からの

輸送はコンテナ船のみとなっており、そこからマセルまでは、鉄道内陸輸送ま

たはトラック輸送となり、こちらも約 5～6時間程度かかる。 

日本からの海上輸送及びダーバンからの陸上輸送にかかる日数は、以下の通り。 

日本 →（海上：約 1ヶ月）→ ダーバン →（陸上：約 5, 6時間）→ マセル 

南アの機材代理店及びメーカーはレソト国内への輸送を含めたサービスも行っ

ており、｢レ｣国の教育省の入札等を通じて、輸入税の免税措置についても実績

を持っている会社が多い。 
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安全性、道路事情及び通関手続きを考慮すると計画的にまとめて調達し、海上輸送

する方が良いと思われるが、これらの事項を加味し、調達資機材の輸送量・調達先

に応じて最適な輸送方法を選択し、輸送及び手続きに必要な日数を見込んだ調達計

画を立てる必要がある。 

4-1-6 実施工程 

(1) 自然条件の考慮 

工程計画の作成にあたっては、「レ」国における天候を十分考慮する必要がある。

南半球のため、同国の四季は日本の逆であり、冬期にあたる 6～8月は最も寒く朝晩

は氷点下になる時もある。雨期は例年 12月から 3月頃である。現在計画していると

おり 5 月頃から着工する場合、雨期は工事の後半部分が雨期にあたるため、工事工

程上の雨期の影響は少ないと考えられるが、工事品質の確保のためにも、的確な施

工期間を見込むことが重要である。 

(2) 「レ」国側負担工事 

4-1-3に記したように、本件の実施にあたっては、日本側工事の開始前に、「レ」国

側にて、敷地内の電柱及び高架電線（高圧）の敷地外の移転が実施される必要があ

る。また、建築申請等も着工前に「レ」国側にて手続きが行われるべきであるが、

「レ」国側負担準備工事の実施時期が、予算年度における今年度末及び始めにあた

ることから、予算措置の難しい時期でもあり、これに関しては日本側でも進行状況

についてモニタリングを行うこととする。 
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表 4－4 事業実施工程表（案） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

EN契約、コンサルタント契約、計画内容最終確認

実施設計

実施設計

入札図書作成（B/Lレビュー含む）

入札図書承認

　　　入札及び入札評価

   仮設・土工事・杭・基礎工事

建築施工  躯体・鉄骨工事

建築設備

仕上工事

外構工事

製造・調整

機材調達 梱包・輸送

据付・調整

本契約・工事準備・資機材輸送
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4-2 概算事業費 

4-2-1 概算事業費 

本計画を日本の無償資金協力により実施する場合に必要となる事業費の総額は、 

約億円となり、日本と「レ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は次の通りである。 

(1) 積算条件 

－ 概算事業費算出 

－ 外国為替レート 1US$ = 107.10円（平成 12年 10月時点）、 

1RAND = 17.46円（平成 12年 8月 15日までの 6ヶ月平均） 

－ 工事期間 計 11ヶ月 

－ 施工業種 日本国法人による施工会社への一括発注 

－ 建設工事に必要な仮設・建設機材の持ち込み、持ち出しに対する関税および日

本側施工会社にかかる現地での各種免税措置 

－ 政変、および異常気象による大幅な工期の遅れがないことを前提とする。 

(2) 日本側負担経費 

事 業 費 区 分 工 事 費 
(1) 建設工事費  376.7 百万円 
  ①直接工事費  260.8 百万円 
  ②共通仮設費  32.3 百万円 
  ③輸送梱包費  8.61 百万円 
  ④現場経費  74.9 百万円 
  ⑤一般管理費  0.09 百万円 
(2) 機材費  79.7 百万円 
(3) 設計監理費  116.6 百万円 

合 計  573.0 百万円 

 

(3) 「レ」国負担経費 

事 業 費 区 分 必 要 経 費 
(1) インフラ引込み工事 
 （給排水、電気、電話） 

 3.75 百万円 

(2) 外構工事 
 

 0.52 百万円 

(3) LPGシリンダ購入  0.01 百万円 
合 計  4.28 百万円 
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4-2-2 維持・管理計画 

(1) 施設維持・管理計画 

1) MOE内には、Education Facility Unit があり、建築家、土木技師など 35名のスタ

ッフ及び１名のアドバイザー（スリランカ人）で、MOE下の施設建設及び施設

改修等を行っている。しかし、各施設の基本的なメンテナンスに関しては、各

学校、大学のメンテナンス部門で実施することになっており、必要に応じてア

ドバイスを行っている。 

2) NTTC のメンテナンス部門スタッフは７名であり、土木エンジニアのチーフ、

電気と施設のエンジニア及び給排水のエンジニア各１名の他、４名のワーカー

が配属されている。メンテナンス部門では、施設全般のメンテナンス及び設備

機器のメンテナンスを行うことになっているが、実際にはスタッフの人数及び

技術的な制約から電気や水道などの簡単なメンテナンスを行うに止まっており、

複雑な修理や大規模な修理が必要な際には民間の業者に委託している。 

3) NTTC ではメンテナンス経費節約のためにも、エンジニアの増員及び各エンジ

ニアの能力の向上によるメンテナンス部門の強化を行う意向であり（給排水の

エンジニアは一昨年から配属された）、電気、給排水等を含むメンテナンス全

般を出来るようにすることを目指している。 

(2) 機材維持・管理計画 

本計画の要請機材は既存機材と殆ど重複しており、運営上特に問題を要する機材は

含まれていない。特に維持・管理に注意を要する機材も含まれていないが、日常の

維持・管理は必要である。NTTC では科学、農業、技術・家庭では専門のテクニシ

ャンを配置し、日常の維持・管理を担当させている。 

機材の修理については、外部に委託することになっているが、予算が十分でないた

め、科学や農業科では学内での修理が不可能な場合には、レソト農業カレッジに協

力を求める場合もある。 

レソト国内に機材代理店が殆ど無く、修理が困難であるため、NTTC では学内での

修理の必要がある。 

(3) ランニングコスト試算 

本施設における各設備のランニングコスト試算は、下記の通りである。（1 

Maloti(M)=17.97円） 
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1) 電力料金：「レ」国電力公社（LEC）の供給規定によると、現行の料金体系は、

以下の通りである。 

① 与条件 

需要電力：190 kw 

負荷係数：0.3 

② 電力料金の分類 

基本料金：49.31 M/kw 

従量料金：0.2677 M/kwh 

③ 電気料金 

基本料金：190 kw x 49.31 M/kw = 9,368.9 M 

冬期従量料金：190 kw x 230 h/月 x 0.3 x 0.2677 M/kwh = 3,509.5 M 

冬期以外従量料金 90 kw x 230 h/月 x 0.3 x 0.2677 M/kwh = 1,662.4 M 

 冬期従量料金計：12,877.5 M/月 

 冬期以外従量料金計：11,030.4 M/月 

年間電気使用量 

冬期従量料金：12,877.5 M/月 x 2.5月/年 = 32,193.75 M/年 

冬期以外従量料金：11,030.4 M/月 x 6.5 月/年 = 71,697.6 M/年 

以上より年間の電力料金は約：103,891.35 M/年 → 104,000 M/年 

2) 水道料金：本施設にて消費される水量は、20m3／日と想定される。また、現行

のWASA水道供給規定に従って、水道料金は、使用水量ごとに設定されており、

以下の通りとなる。 

① 給水料金の分類 

1m3 – 5 m3/month:          1.56 M/m3 

6m3 – 10 m3/month:         2.34 M/m3 

10m3 – 23 m3/month:        3.12 M/m3 

24m3/month以上:             5 M/m3 

② １日使用水量：20 m3/日 

③ 月間水道使用料金 

月間水道使用量：20m3/日 x 23 日/月 = 460m3/月 

月間水道使用料金：5m3 x 1.56 M/m3 = 7.8 M/月 

5m3 x 2.34 M/m3 = 11.7 M/月 

14m3 x 3.12 M/m3 = 43.66 M/月 
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436m3 x 5 M/m3 = 2,180 M/月 

              小計 2,243.16 M/月 

 下水道料金：460m3/月 x 85% x 3 M/ m3= 1,173 M/月 

 小計 2,243.16 M/月 

 合計 3,416.16 M/月 

④ したがって、年間水道料金は、 

3,416.16 M/月 x 9 月/年 = 30,745.44 M/年となる。 

以上より年間の水道料金は 3,416.16 M/月 x 9 月/年 = 30,745.44 M/年 

 合計：31,000 M/年 

3) 電話料金：Lesotho Telecommunication Corporation(LTC)の現行の料金体系について

は、以下の通りである。 

① 与条件：直通 2 Line 

② 電話料金の分類 

基本料金：1.95 M/ｺｰﾙ 

従量料金：0.6 M/分 

③ 月間電話料金 

基本料金：1.95 M/ｺｰﾙ x 10 ｺｰﾙ/日 x 23日/月 x 2 回線 = 897 

従量料金： 

0.6M/分 x 3分/ｺｰﾙ x 10 ｺｰﾙ/日 x 10 ｺｰﾙ/日 x 23日/月 x 2Line = 8,280M 

                                                       計： 9,177M 

④ 年間電話料金 

9,177 M/月 x 9 月/年 ＝ 82,593 Ｍ/年 → 83,000 M/年 

4) オイル燃料費 

ここでは非常用自家発電設備における燃料料金のランニングコストを算定する。

非常用自家発電設備と焼却炉の燃料は、ディーゼル軽油を使用する。ディーゼ

ル軽油の単価は、2.9 M/literである。 

① 非常用自家発電設備 

仕様：100 kw 3φ220V 50Hz 1台 

オイル使用量：20 liter/hr 

② 年間オイル燃料費：20 liter /hr x 36 週 x 2.9 M/ liter = 2,088 → 2,100 M/年 
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5) LPG燃料費 

ここでは実験室用プロパンガス設備における LPG燃料のランニングコストを算

定する。LPGの単価は、168 M/50kg → 3.36 M/kgである。 

月間 LPG燃料費：14.36 kg/day x 23 日/月 x 3.36 M/kg = 1,109.7 → 1,110 M/月 

年間 LPG燃料費：1,110 M/月 x 10 月 = 11,100 M/年 

6) 光熱用水費総括 

上記試算に基づいて、本計画実施後に予想される１年間の光熱用水費を算出す

る。 

電 気 料 金 ： 104,000 M/年 
水 道 料 金 ： 31,000 M/年 
電 話 料 金 ： 83,000 M/年 
燃 料 費 ： 2,100 M/年 
L P G 料 金 ： 11,100 M/年 
消耗品（＊1） ： 59,020 M/年  
合 計 ： 290,230 M/年 

よって、約 290,000 M/年の光熱用水費予算計上が必要となる。 

消耗品の値段（＊1）は、日本での単価を採用したが、現地購入価格は低いもの

もあると考えられる。 

運営管理費予算については、3-4-2運営予算 表 3-6に示す通り、毎年 10%前後

の伸び率が見込まれている。本計画の実施に伴うメンテナンス費、運営費、及

び、上記のプロジェクトに係る光熱費を含む運営管理費の増加に十分対応出来

るものと考えられる。 
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第５章  プロジェクトの評価と提言 

 

5-1 妥当性に係わる実証・検証及び裨益効果 

(1) 裨益効果 

1) 直接効果 

① 現在 NTTC では、機材及び実験室のスペースの不足などにより、必要な実

験・実習が実施できない状況にある。本件の実施により、基礎的・体系的教

育に必要な施設・機材を備えた実験・実習室が建設され、科学、農業、家庭、

美術・工芸及びコンピュータの分野において、現在実施出来ていないカリキ

ュラムの多くのシラバスが実施できるようになり、基礎的・体系的教育が可

能となる。 

② NTTCにおける実験・実習機能が改善・強化されることにより、同大学の養

成教員が一定の知識・技能を身につけることが出来るようになる。 

③ NTTCは 2000年現在、35クラスに対し、実験・実習室を含む全教室数は 35

であり、教室不足のために2～3クラス合同で授業を行っていることも多く、

実験・実習が十分に実施出来ない状態にある。NTTC の将来計画によると

2002 年には、48 クラスとなる予定であり、教室の不足による教育の質の悪

化はさらに深刻になると懸念される。本件の実施により 10 教室の実験・実

習室が建設され、既存実験室は基本的に講義・座学の授業に使用されること

により、対象学科に限らず NTTC全体の混雑緩和に貢献できる。 

④ 施設拡充により受け入れ養成教員数を増やすことが可能になり、（現状学生

数 957人、2002年計画値 1,329人）NTTCからの教員輩出数の増加に寄与す

る。 

2) 間接効果 

① NTTCから輩出される一定の知識、技能を持つ教員が「レ」国の教育の質の

改善に寄与する。 

② NTTCから輩出される教員の数が増えることによって、「レ」国における教

員不足問題の緩和に貢献できる。 

③ 教員の質の向上は、初・中等教育全体の改善につながり、退学率や留年率の

改善、及び教育効果の向上につながることが期待される。 

④ 本件による教員の質の向上が寄与する初等教育及び中等教育の質の向上は、

将来、国家政策、経済及び社会に深く関わる「レ」国の人的資源の開発に大

きく貢献するものと期待される。 
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(2) 無償資金協力としての妥当性 

本計画の無償資金協力としての妥当性は、これまで述べた質的・量的効果によって、

以下の様にまとめられる。 

1) 本計画の直接および間接裨益対象者は、NTTC学生と全レソト初等・中等教育の

無資格教員と児童・生徒および非就学初等学齢児童であり、約 210万人の「レ」

国人口の約 30％以上、「レ」国人口の 4分の 1以上を占めるものである。 

2) 本計画の目的は、教育開発と育成に直接的に合致するものであり、第一には良

質な教員の供給において、第二には退学率・留年率削減への貢献において、同

国教育分野の質的・量的双方の内部効率性(internal efficiency)に大きく寄与し、

重要な意義をもつものである。 

3) 本計画は、同国教育分野の中・長期開発計画の目標達成に資するものであり、

必要かつ優先度の高いものである。「レ」国は教育政策において、全国民への

基礎教育と教育の公正を第一に目指している。本計画は、「レ」国教育システ

ムの社会公正(equity)度を高めるために有効な教育投資を援助するものであり、

「レ」国民への基本的ニーズ BHNへの貢献度と意義は多大である。 

4) 本計画による環境への悪影響は見出されない。供与教育機材については、環境

に影響を及ぼす可能性が考えられる化学試薬に対応して、廃水処理装置を併せ

て供与することにより、環境への悪影響を十分安全に回避できる。 

5-2 技術協力・他ドナーとの連携 

(1) 他ドナーとの連携 

前述の通り、世銀をはじめ EU、Irish Aids、USAIDなどの援助機関・国が NTTCへ

の援助を実施している。各援助機関による援助アプローチとプロジェクト内容はそ

れぞれ具体的対象を異にしかつ相互補完的で、総合的に NTTC の改善に資するもの

となっている。 

本計画は、新たな施設建設と教室の増設および教育機材整備であるが、上記援助機

関の実施プロジェクトと重複することなく連携・補充するものとなっている。 

さらに、NTTC 以外の教育分野では、UNICEF、GTZ、AfDB、IDA の援助機関によ

る計画が実施されている。プロジェクト内容としては、初等・前期中等教育分野が

大半を占めている。 
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(2) 技術協力 

本計画に連携して実施される技術協力の具体的計画は現在ないが、何らかの技術援

助がなされることは効果的と考えられる。NTTCの教育システムにおける効率性を高

めるためには、NTTCの教育内容と規模および教育レベルを配慮して、個別専門家派

遣や JOCVによる教育強化支援が効果的であると判断される。 

1) 個別専門家については、NTTCの管理部門に対する学校運営アドバイザーが必要

と考えられる。今後 NTTC が大学自治権を取得すれば、同技術援助はより効果

的に実施されると考えられる。 

2) JOCVによる教育強化支援としては、教員として直接 NTTCの教育に関与するこ

とで、同大学教員の教授法の向上が期待される。対象科目としては農業科、科

学科、コンピューター科への支援が優先度高く効果的であると考えられる。 

5-3 課題 

前項において本計画の妥当性について述べたが、以下の点について「レ」国側の改善が必

要と考えられる。 

(1) 大学自治権を取得し組織改編が適切に行われれば、予算策定について必要に応じた

形で編成することが可能であろう。しかし、そのためには予算管理意識の改善と管

理者の責任の明確化、モニタリング体制設立等が必要と考えられる。 

(2) 人事管理については、管理部門（Administration）と教育部門（Academic）双方にお

ける各担当責任者の業務の明確化、両部門間の連絡体制強化と情報共有化により、

運営の効率化を図る必要がある。 

(3) カリキュラム管理は、NTTC 全体としてのコース長・学科長によるカリキュラム内

容の把握が十分になされ、教育方針にもとづいたカリキュラム作成が必要である。

Irish Aid により作成された幾つかのカリキュラムは必ずしも教育内容に合致してお

らず、一部学科では独自にカリキュラムを作成し授業を実施している。NTTC 全体

としてのカリキュラムの改善と、カリキュラム管理責任者の明確化が必要である。 
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(株)パシフィック コンサルタンツ インターナショナル 
PACIFIC CONSULTANTS INTERNATIONAL 
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基本設計調査 (5 / Apr. / 2000 ～ 1 / May / 2000) 
No 月 日 行 程 業 務 概 要 
1. Apr. 5  

(Wed) 
(C, F, G) 
NRT12:00→17:50 SIN (SQ997) 
(D, E) 
NRT11:35→17:25 SIN (JL719) 

 

2. Apr. 6 
(Thu) 

(C, D, E, F, G) 
SIN 1:20→ 5:45 JNB(SQ406) 
JNB16:00→17:10MSU (SA8056) 

表敬訪問 •南ｱJICA事務所 
 

3. Apr. 7 
(Fri) 

(C, D, E, F, G) 
 

ｻｲﾄ調査及び表敬訪問、打合せ 
•LCE  •MOE Planning Unit 

4. Apr. 8 
(Sat) 

(C, D, E, F, G) 
 

団内打合せ、資料整理 

5. Apr. 9 
(Sun) 

(C, D, E, F, G) 
(A, B) 
NRT18:55→22:25HKG (JL739) 
HKG 23:40(SA7801)→ 

団内打合せ、資料整理 
 
 

6. Apr. 10 
(Mon) 

(A, B) 
→6:50 JNB (SA7801) 
(C, D) 
MSU9:00→10:10JNB (SA8051) 
(A, B, C, D) 

(E, F, G) 

 
 
 
官団員と合流 
表敬訪問、打合せ •南ｱJICA事務所 

ｻｲﾄ調査 
7. Apr. 11 

(Tue) 
(A, B, C, D) 
JNB16:00→17:10MSU (SA8056) 

(E, F, G) 

表敬訪問 • 在ｱ日本大使館 
 
既存施設調査、詳細打合せ 

8. Apr. 12  
(Wed) 

(All Members) 表敬訪問、ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ説明、要請内容確認 
• MOE  • EFU 
小学校現場視察（2校） 

9. Apr. 13  
(Thu) 

(All Members) 
(E,G) 

全体会議 • LCE 
視察、調査 • LDTC 
 

10. Apr. 14  
(Fri) 

(B,C,G) 
(A,D) 
(E,F) 
(All Members) 

表敬訪問、調査 • Irish Aid  • EU 
表敬訪問、打合せ • MOE 
詳細打合せ • LCE 
全体会議 • LCE 

11. Apr. 15  
(Sat) 

(All Members) 現場視察 • Long Distance Training in LERIBE 

12. Apr. 16  
(Sun) 

(All Members) 団内打合せ、資料整理 

13. Apr. 17  
(Mon) 

(A,B,D) 
(C,E,F,G) 

打合せ • MOE 
詳細打合せ • LCE 

14. Apr. 18  
(Tue) 

(D) 
(A,B,C,G) 
 
 
(All Members) 

打合せ • MOF(Ministry of Finance) 
ミニッツ協議 
• MOE  • MODP(Ministry of Development Planning) 
• NTTC 
詳細打合せ • NTTC 

15. Apr. 19  
(Wed) 

(All Members) Lesotho High School視察 
ミニッツサイン(Extended) 

2.  調査日程 
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No 月 日 行 程 業 務 概 要 
16. Apr. 20  

(Thu) 
(All Members) 
(A, B) 
MSU12:15→13:25JNB(SA8053) 
(D, E) 
(F) 
(C,G) 

ミニッツサイン 
表敬、調査報告 
• 在ｱ日本大使館 • 南ｱJICA事務所 
打合せ  • NTTC  • MOE 
打合せ  • MOF 
打合せ 
• WASA (Water And Sewage Authority) 
• LEC (Lesotho Electricity Cooperation) 
• LTC (Lesotho Telecommunications Cooperation) 

17. Apr. 21  
(Fri) 

(A, B) 
JNB17:25→(SA286) 
(C, D, E, F, G) 

 
 
団内打合せ、資料整理 

18. Apr. 22  
(Sat) 

(A, B) 
→12:15HKG(SA286) 
HKG14:15→19:45NRT(JL732) 
(C, D, E, F, G) 

 
 
 
団内打合せ、資料整理 

19. Apr. 23  
(Sun) 

(C, D, E, F, G) 詳細打合せ • NTTC 

20. Apr. 24  
(Mon) 

(C, D, E, F, G) 詳細打合せ • NTTC 
最終全体打合せ • NTTC 

21. Apr. 25  
(Tue) 

(D, E, F) 
MSU9:00→10:10JNB (SA8051) 
(C, G) 
(D) 
JNB14:15→ (SQ405) 

調達事情調査 
 
打合せ  • WASA  • LEC  • LTC 

22. Apr. 26  
(Wed) 

(D) 
→8:10SIN (SQ405) 
SIN23:15→ (SQ012) 
(C, G) 
(E, F,) 

 
 
 
打合せ  • WASA  • LEC  • LTC 
調達事情調査 

23. Apr. 27  
(Thu) 

(D) 
→6:40 NRT (SQ998) 
(C, E, F, G) 

 
 
調達事情調査 

24. Apr. 28  
(Fri) 

(C, E, F, G) 調査概要報告、打合せ •南ｱJICA事務所 

25. Apr. 29  
(Sat) 

(C, E, F, G) 団内打合せ、資料整理 

26. Apr. 30  
(Sun) 

(C, E, F, G) 
JNB14:15→(SQ405) 

 

27. May 1  
(Mon) 

→8:10SIN(SQ405) 
SIN9:40→17:05NRT(SQ012) 
 

 

注） 
(JICA)  A:小路団長,  B:橋本氏 
（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） C:島田,  D:高井,  E:三好,  F:佐々,  G:松田 

2.  調査日程 
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基本設計概要書説明調査 (18 / Jul. / 2000 ～ 2 / Aug. / 2000) 
No 月 日 行 程 業 務 概 要 
1. Jul. 18  

(Tue) 
(A,B,C, F, G) 
NRT12:00→17:50 SIN (SQ997) 
(D, E) 
NRT11:00→16:15 BKK (JL717) 

 

2. Jul. 19  
(Wed) 

(A,B,C, F, G) 
SIN 1:20→ 7:30 JNB(SQ406) 
(D, E) 
BKK 0:50→7:00 JNB (TG7501) 
(All Members) 
JNB16:00→17:10MSR (SA8056) 

 
 
 
 
 
表敬訪問  • JICA南ア事務所   • 南ア日本大使館  

3. Jul. 20  
(Thu) 

(All Members) 
 
 

- 教育省表敬 
- NTTCとの打合せ 
  (Draft Report説明) 

4. Jul. 21  
 

(All Members) 
 

- NTTCとの打合せ 
 
 

5. Jul. 22  
(Sat) 

(All Members) 
 

- NTTCとの打合せ 
- 団内打合せ、資料整理 
 

6. Jul. 23  
(Sun) 

(All Members) - 団内打合せ、資料整理 
 

7. Jul. 24  
(Mon) 

(All Members) 
(C,G) 

- NTTCとの打合せ 
- WASA, LECとの打合せ 
 

8. Jul. 25  
(Tue) 

(All Members) - ミニッツ協議 (MOE, MODP, NTTC) 
- NTTCとの打合せ 
 

9. Jul. 26  
(Wed) 

(C,D,E,F,G) 
(All Members) 
 

- NTTCとの打合せ 
- ミニッツサイン 
 

10. Jul. 27  
(Thu) 

(A,B) 
MSR12:15→13:25JNB(SA8053) 
(C,D,E,F,G) 
(C,G) 

- 表敬、調査中間報告 
• JICA南ア事務所   • 南ア日本大使館   
- NTTCとの打合せ 
- WASAとの打合せ 

11. Jul. 28  
(Fri) 

(A,B) 
JNB14:15→ (SQ405) 
(C,D,E,F,G) 
(C,G) 
(F) 

 
 
- NTTCとの打合せ 
- LECとの打合せ 
- MOFとの打合せ 

12. Jul. 29  
(Sat) 

(A,B) 
→6:15SIN (SQ405) 
SIN9:50→17:35 NRT (SQ012) 
(C,D,E,F,G) 

 
 
 
- 団内打合せ、資料整理 

13. Jul. 30  
(Sun) 

(C,D,E,F,G) 
 

- 団内打合せ、資料整理 

14. Jul. 31  
(Mon) 

(C,D,E,F,G) 
MSR10:55→12:10JNB(SA8053) 
 
(C,F,G) 
(D,E) 
JNB19:55→ (TG7500) 

 
 
- JICA南ア事務所表敬、調査報告 
- 調達事情調査 

15. Aug. 1  
(Tue) 

(D,E) 
→11:50BKK(TG7500) 
(C,F,G) 
JNB14:15→ (SQ405) 

 
 
- 調達事情調査 

16. Aug. 2 
(Wed) 

(D,E) 
BKK6:10→14:20NRT(NW002) 
(C,F,G) 
→6:15 SIN(SQ405) 
SIN9:50→17:35NRT(SQ012) 

 

Remarks:   
(JICA) A: 村田団長, B: 橋本氏,  (ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) C: 島田, D: 高井, E: 三好, F: 佐々, G: 松田 
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基本設計調査（2000年 4月 5日～5月 1日） 
 
1. 在南アフリカ共和国日本大使館 

 
石塚 勇人 ： 一等書記官 
 

2. 在南アフリカJICA事務所 
 
高橋 嘉行 ： 所長 
中村 俊之 ： Deputy Resident Representative 
木藤 耕一 ： Assistant Resident Representative 
 

3. Ministry of Development Planning (MODP) 
 

Mr. C.M. Mohapi ： Principal Economic Planner, Planning Unit 
Mr. T. Motsusi ： Assistant Economic Planner, Dept. of Sectoral Programming 
Mr. Motooa Rammoneng ： Economic Planner, Department of Economic Cooperation 
Ms. Lineo Ramabele Smith ： Assistant Economic Planner, Dept. of Sectoral Programming 
 

4. Ministry of Education (MOE) 
 

Mr. Tlohang Sekhamane ： Principal Secretary 
Mr. Paul K. Motholo ： Deputy Principal Secretary 
Mr. Moshapane ： Chief Education Officer 
Mr. O.M. Makara ： Chief Education Officer 
Ms. N.I. Kokome ： Chief Education Officer - Primary 
Mr. Monyau ： Principal of Economic Planner, Planning Unit 
Ms. L. Selokoma ： Assistant Economic Planner 
Ms. M. Letsunyane, ： Chief Inspector Field Services 

 
5. Ministry of Public Works (MOPW) 
 

Mr. Masile Ramasike ： Materials Testing Laboratory, 
Road Department Materials Engineer, Chief Technical Officer 

Mr. Motlatsi Litsibe, ： Materials Testing Laboratory, 
Road Department Materials Engineer, Senior Technical Officer 

 
6. Ministry of Finance (MOF) 
 

Mr. A.S.Phali ： Chief Customs Officer, Department of Customs and Excise 
Mr. E.M.Matlosa ： Principal Customs Officer, Department of Customs and Excise 

 
7. National Teachers Training College (NTTC) 
 

Mr. Sehloho Mothae ： Acting Director 
Ms. Malebona Mphalane ： Deputy Director, Academic Division 
Mr. Masimole ： Assistant Director for Primary Education 
Ms. Majoalane Mokete ： Assistant Director Secondary 
Ms. Maseapa Moeletsi ： Acting Assistant Director, In – Service Division 
Ms. Mamoiloa ： Bursar 
Ms. Mamokheseng Mpooa ： Registrar 
Ms. Christine Moepi ： Teaching Practice Coordinator 

3.  相手国関係者リスト 
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Mr. Tseliso Morojele ： Principal Personnel Officer (P.P.O), Human Resources Dept. 
Mr. Khalane ： Secondary Personnel Officer (S.P.O), Human Resources Dept. 
Mr. Moorosi Matela ： Technical Assistant of Planning 
Mr. A.T.Talanyane ： Chief Technical Officer (C.T.O) 
Mr. T.S.G. Mosehle ： Head of Science – Secondary 
Dr. Ed Ball ： Academic Development Advisor 
Dr. Hesseke ： Science Secondary 
Mr. Samuel Oforasane ： Lecturer, Art & Crafts 
Mr. D. Siehl ： Lecturer, Science Secondary 
Ms. M. Billy ： Laboratory Technician, Home economics 
Ms. L. Khaka ： Tutor, Home economics 
Mr. Joel Pii ： In-Service Lecturer 
Mr. Retseletso Raleche ： Assistant Lecturer 
Ms. Lebohang Letsie ： Librarian 

 
8. Education Facilities Unit (EFU) 
 

Mr. M.K. Mokete ： Senior Architect 
Mr. M. Ramakatane ： Contracts Manager 
Mr. M. Rabokinyane ： Assistant Procurement Officer 
Mr. E. Konna ： Unit Coordinator 
Mr. A.S. Sivarm ： Contract Advisor 
 

9. Long Distance Teaching Center (LDTC) 
 

Ms. Idda M. Matooane ： Director 
Mr. Tisia Senoko ： Executive Officer 
Ms. Jane Malefane ： Deputy Director 

 
10. Qoaling Primary School 

 
Ms. Mampiti ： Principal 
 

11. Semphetenyane Community Primary School 
 
Mr. Kamotoane Molete ： Principal 
 

12. Irish AID 
 
Mr. Paul O’Donoghue ： Attache (Development) 
Ms. Mathakane Lerothdli ： Accountant 
Ms. Limakafso Morhothu ： Advisor Education 
Ms. Mannete Ramaili ： Health Advisor 
 

13. European Union (EU) 
 
Mr. Richard Zink ： Ambassador, Head of Delegation 
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14. National University of Lesotho (NUL) 
 
Ms. M.N. Makara ： Dean of Faculty 
Mr. O.A. Aoeola ： Deputy Dean of Faculty 
Mr. E.O. Odubunmi ： Professor, Dept. of Science Education 
Mr. Z.A. Matsela ： Professor 
Mr. N.P. Liphoto ： Dept. of Science Education 
Ms. T. Mphuthi ： Dept. of Educational Foundation 
Ms. Sehapi ： Development of Planning 
Ms. M.Nhekhe ： Administration of Faculty 
 

15. Lesotho Electricity Corporation （LEC） 
 
Ms. Fobo ： MD’s Secretary 
Mr. G.S. Lehloenya ： Chief Engineer 
 

16. Water And Sewage Authority （WASA） 
 
Mr. Borotho ： Director of Finance 
Mr. Tsotang Moeti ： Distribution Engineer 
 

17. Lesotho Telecommunications Corporation （LTC） 
 
Mr. Moeketsi Mochada ： Sales Supervisor 
Mr. Tlali N. Tlali ： External Plant Manager 
 

18. ZMCK（自然条件調査再委託先） 
 
Mr. Ardian G Aukland ： Resident Partner 
 

19. FLASH 
 
Mr. A. Arcangeli ： Director  
Mr. Glenn Keun ：  
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基本設計概要書説明調査 (2000年 7月 18日 ～ 8月 2日) 
 
1. 在南アフリカ共和国日本大使館 

 
Ms. Yoko Doi ： Special Assistant for Development 
 

2. 在南アフリカJICA事務所 
 
高橋 嘉行 ： 所長 
今村 嘉宏 ： Assistant Resident Representative 
ラーヘッド和美 ： Project Formulation Advisor 
 

3. Ministry of Development Planning (MODP) 
 

Mr. C.M. Mohapi ： Principal Economic Planner, Planning Unit 
Mr. T. Motsusi ： Assistant Economic Planner, Dept. of Sectoral Programming 
Mr. Motooa Rammoneng ： Economic Planner, Department of Economic Cooperation 
 

4. Ministry of Education (MOE) 
 

Mr. Tlohang Sekhamane ： Principal Secretary 
Mr. C. Moshapane ： Deputy Principal Secretary 
Mr. O.M. Makara ： Chief Education Officer, Tertiary 
Mr. Monyau ： Principal of Economic Planner, Planning Unit 
Ms. T. Maphalala ： Senior Project Officer, Planning Unit 
Ms. L. Selokoma ： Assistant Economic Planner, Planning Unit 

 
5. Ministry of Works 
 

Mr. F. M. N. Moshoeshoe ： Senior Structural Engineer 
Mr. K. Litlhakanyane ： Electrical Engineer 

 
6. Ministry of Finance (MOF) 
 

Mr. P. Chene ： Operation Supervision of Sales TAX 
 
7. Ministry of Local Government 
 

Ms. M. Makhetha ： Senior Physical Planner, Dept. of Lands, Surveys & Physical Planning 
 
8. National Teachers Training College (NTTC) 
 

Mr. Sehloho Mothae ： Acting Director 
Mr. Masimole ： Assistant Director for Primary Education 
Ms. Majoalane Mokete ： Assistant Director Secondary 
Mr. M. Mokhethi ： Assistant Lecturer, Physics, Primary 
Mr. A.T.Talanyane ： Chief Technical Officer (C.T.O) 
Mr. Makhakahe ： Laboratory Technician, Chemistry and Physics 
Mr. T.S.G. Mosehle ： Head of Science, Secondary 
Ms. P. Mapuru ： Lecturer, Biology, Secondary 
Mr. T. Molshethi ： Acting Head of Science, Primary 
Mr. N. Sehalahala ： Lecturer, Science, Primary 
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Ms. M. Seleso ： Lecturer, Science, In-service 
Dr. Hesseke ： Lecturer, Chemistry, Secondary 
Mr. Samuel Oforiasane ： Lecturer, Art & Crafts 
Ms. M. Billy ： Laboratory Technician, Home economics 
Ms. M. Moeho ： Head of Home Economics, Secondary 
Ms. A. Khoro ： Home economics, In-service 
Ms. M. N. Mopeli ： Head of Home economics, Primary 
Ms. B. Moeti ： Home economics, Primary 
Ms. L. Khaka ： Ass. Lecturer, Home economics 
Mr. Raphael Lephoto ： Head of Computer Studies 
Mr. Retseletso Raleche ： Assistant Lecturer, Computer Studies 
Mr. S. Qhobela ： Lecturer, Agriculture 
Mr. Lieketseng Pheko ： Head of Agriculture, Secondary 
Mr. Mamatlou Ramaseli ： Head of Agriculture, Primary 
Mr. P. Phenethi ： Lecturer, Agriculture, Primary 
Mr. Leneko Mihutlane ： Lecturer, Agriculture, Primary 

 
9. Lesotho Electricity Corporation （LEC） 

 
Mr. G.S. Lehloenya ： Chief Engineer 
Mr. J. Motsoikha ： Planning Engineer 
Mr. T. Phate ： Planning Engineer 
 

10. Water And Sewage Authority （WASA） 
 
Mr. Mathealira P. Lerotholi ： Director of Engineering Planning and Development 
Mr. B. Mohoarryarre ： Senior Technical Officer 
 

11. ZMCK（自然条件調査再委託先） 
 
Mr. Ardian G Aukland ： Resident Partner 
Ms. Mathabang Ramoeti ： Electrical / Mechanical Engineer 
 

12. FLASH 
 
Mr. Glenn Keun ： Director 
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